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(57)【要約】
【課題】高容量で充放電効率に優れた非水電解質二次電池を得ること。
【解決手段】正極および負極を組み立てて得られる電極組立物に対して、０．０５×Ｃ（
ｍＡ）以下の充電電流で、上限電圧まで定電流充電を行い工程と、前記上限電圧にて定電
圧充電を行う工程と、を含む、非水電解質二次電池の製造方法。
【選択図】なし



(2) JP 2010-9857 A 2010.1.14

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極および負極を組み立てて得られる電極組立物に対して、０．０５×Ｃ（ｍＡ）以下
の充電電流で、上限電圧まで定電流充電を行う工程と、
　前記上限電圧にて定電圧充電を行う工程と、
を含む、非水電解質二次電池の製造方法。
【請求項２】
　前記定電圧充電を０．５時間以上行う、請求項１に記載の非水電解質二次電池の製造方
法。
【請求項３】
　前記上限電圧が、４．０～４．５Ｖである、請求項１または２に記載の非水電解質二次
電池の製造方法。
【請求項４】
　前記負極が、負極活物質として、炭素材料または合金系負極材料から選ばれる少なくと
も１種を含む、請求項１～３のいずれか１項に記載の非水電解質二次電池の製造方法。
【請求項５】
　前記負極の厚さが４０μｍ以上である、請求項１～４のいずれか１項に記載の非水電解
質二次電池の製造方法。
【請求項６】
　負極活物質が炭素材料または酸素原子を含まない合金系負極材料であり、負極中のＬｉ
量の合計に対して、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量が９０モル％以上である、または
　負極活物質が酸素原子を含む合金系負極材料であり、負極中のＬｉ量の合計に対して、
負極活物質中の充放電可能なＬｉ量が７５モル％以上である、非水電解質二次電池。
【請求項７】
　前記負極活物質が炭素材料または酸素原子を含まない合金系負極材料であり、負極中の
Ｌｉ量の合計に対して、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量が９０～９５モル％である、
請求項６に記載の非水電解質二次電池。
【請求項８】
　前記負極の厚さが４０μｍ以上である、請求項６または７に記載の非水電解質二次電池
。
【請求項９】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の非水電解質二次電池の製造方法で得られた非水電
解質二次電池、または請求項６～８のいずれか１項に記載の非水電解質二次電池を用いた
、組電池。
【請求項１０】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の非水電解質二次電池の製造方法で得られた非水電
解質二次電池、請求項６～８のいずれか１項に記載の非水電解質二次電池、または請求項
９に記載の組電池をモータ駆動用電源として搭載した、車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非水電解質二次電池の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、大気汚染や地球温暖化に対処するため、二酸化炭素量の低減が切に望まれている
。自動車業界では、電気自動車（ＥＶ）やハイブリッド電気自動車（ＨＥＶ）の導入によ
る二酸化炭素排出量の低減に期待が集まっており、これらの実用化の鍵を握るモータ駆動
用二次電池の開発が盛んに行われている。
【０００３】
　モータ駆動用二次電池は、携帯電話やノートパソコン等に使用される民生用非水電解質
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二次電池と比較して、極めて高い出力特性、及び高いエネルギーを有することが求められ
ている。したがって、全ての電池の中で最も高い理論エネルギーを有する非水電解質二次
電池が注目を集めており、現在急速に開発が進められている。
【０００４】
　非水電解質二次電池は、通常電池を数回サイクル作動（すなわち充電・放電）させるこ
とによって、定常使用前に調整を行う。この際の初期充電の充電電流等の設定が、得られ
る電池の充放電容量等の電池性能に影響を与えることが知られ、それ故、種々の初期充電
方法が検討されてきた。例えば、特許文献１では、充電開始から負極活物質にリチウムが
挿入されるステージよりも前までの充電範囲内に、低速充電期間を設ける方法が提案され
ている。
【特許文献１】特開２００２－２０８４４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　民生用の非水電解質二次電池は、電極膜厚が比較的薄いため、電極抵抗が低く、従来の
充電方法によっても充放電効率が大きく影響されることは少なかった。
【０００６】
　一方、車両用途で実用化レベルを満足する容量、エネルギー密度を持つ非水電解質二次
電池得るために、一つの手段として、電極を厚膜化することが考えられる。しかしながら
、電極を厚膜化することにより電極抵抗が大きくなり、従来の方法によっては、高容量で
充放電効率に優れた非水電解質二次電池を得ることが困難であった。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされ、初回充電時を、０．０５×Ｃ（ｍＡ）以下の充電
電流で、上限電圧まで定電流充電を行い、次いで上限電圧にて定電圧充電を行うことによ
り、優れた充放電効率を有する電池が得られることを見出し、本発明を完成させた。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、車両用途等に最適な優れた充放電効率を有する非水電解質二次電池が
得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の非水電解質二次電池の製造方法について詳細に説明する。
【００１０】
　本発明の好適な実施形態（以下、第１実施形態とも称する）は、正極および負極を組み
立てて得られる電極組立物に対して、０．０５×Ｃ（ｍＡ）以下の充電電流で、上限電圧
まで定電流充電を行う工程と、上限電圧にて定電圧充電を行う工程と、を含む、非水電解
質二次電池の製造方法である。
【００１１】
　本実施形態においては、一定以下の電流で定電流充電を上限電圧まで行い（以下、「定
電流充電段階」とも称する）、その後、上限電圧にて定電圧充電を行う（以下、「定電圧
充電段階」とも称する）という２段階の充電段階を必須に含む。
【００１２】
　定電流充電段階における充電電流は、０．０５×Ｃ（ｍＡ）以下、より好ましくは０．
０２５×Ｃ（ｍＡ）以下、さらに好ましくは０．０１×Ｃ（ｍＡ）以下である。定電流充
電段階における充電電流をかような範囲に制御することで、負極の不可逆容量を低減する
ことが可能となる。
【００１３】
　負極の初回充放電におけるクーロン効率は通常１００％に満たず、放電できない容量は
不可逆容量と呼ばれるが、ＳＥＩ被膜中／上に存在するＬｉは不可逆容量の主たる原因で
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ある。ＳＥＩ被膜とは、通常、非水電解質二次電池の初回充電時に負極活物質上に形成さ
れる被膜であって、不働態化層とも称される。ＳＥＩ被膜は、電解液の分解を抑制し、サ
イクル特性を向上させるためには重要である。本発明のように、０．０５×Ｃ（ｍＡ）以
下の充電電流で定電流充電を行うことによって、電池の不可逆容量を低減することが可能
となるが、これは、非常に低い電流で充電を行うことで、ＳＥＩ被膜中／上のＬｉ量を減
らすことができるためであると考えられる。
【００１４】
　定電流充電段階における充電電流は、少なければ少ないほど不可逆容量を減らすことが
できるため、充電電流の下限は特に制限されるものではない。ただし、生産性等の観点か
らは、充電電流は０．００１×Ｃ（ｍＡ）以上であることが好ましく、０．００５×Ｃ（
ｍＡ）以上であることがより好ましい。
【００１５】
　ここで、Ｃは、負極理論容量（対極をリチウムとした場合に初回に充電される容量）を
１時間で放電しきる電流値を表す。負極理論容量は、きわめて小さい電流値（０Ｖに到達
するまで２０時間程度要する電流値）で定電流充電を行い、終止電圧０Ｖに到達後、０．
１ｍＡ以下の電流値になるまで充電して得られる容量である。
【００１６】
　定電流充電は、上限電圧に達するまで行う。上限電圧は特に制限されるものではないが
、通常は３．５Ｖ以上である。より好ましくは４．０～４．５Ｖであり、さらに好ましく
は４．０～４．３Ｖである。上限電圧が４．５Ｖ以下であると、優れた充放電効率の電池
を得ることができる。また上限電圧が４．０Ｖ以上であると、放電容量を増加させること
ができる。
【００１７】
　第１実施形態においては、定電流充電に次いで、上限電圧にて定電圧充電を行う。本願
発明者らは、定電流充電を行うだけでは、負極が本来有する充電容量を最大限に活用でき
ないことを見出した。上述したように、高容量の電池の要求が高まる中、定電流充電につ
いで、さらに定電圧充電を行うことによって、簡便に電池の可逆可能な充電容量を増加さ
せ、充放電効率を向上させることが可能となる。
【００１８】
　定電圧充電は、セル電圧が上限電圧に達した後に上限電圧にて行う。定電圧充電におい
ては、セル電圧が当該一定の電圧を超えないように電流量が絞られる。
【００１９】
　定電圧充電における充電時間は、０．５時間以上であることが好ましく、３時間以上で
あることがより好ましく、５時間以上であることがさらに好ましい。このように一定時間
以上、定電圧充電を行うことにより、可逆可能な充電容量が増し、優れた充放電効率を有
する電池が得られる。なお、充電時間は長いほど可逆可能な充電容量が増すため、特に限
定されるものではないが、生産性の観点からは、１０時間以下であることが好ましく、５
時間以下であることがより好ましい。
【００２０】
　正極および負極を組み立てて得られる電極組立物は、上記充電が行える形態であれば、
従来公知のいかなる電極組立物も用いることができる。通常、電極組立物を構成する部材
と、充電後に得られる非水電解質二次電池を構成する部材とは同一である。すなわち、電
極組立物は、上記定電流定電圧充電を行う前の非水電解質二次電池とも言える。以下、電
極組立物の構造および構成部材について説明する。
【００２１】
　図１は、電極組立物の代表的な一実施形態である、扁平型（積層型）の非双極型非水電
解質二次電池の全体構造を模式的に表した断面概略図である。
【００２２】
　図１に示すように、本実施形態の非双極型リチウムイオン二次電池１０では、電池外装
材２２に高分子－金属を複合したラミネートフィルムを用いている。そして、ラミネート
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フィルムの周辺部の全部を熱融着にて接合することにより、発電要素（電池要素）１７を
収納し密封した構成を有している。ここで、発電要素（電池要素）１７は、正極集電体１
１の両面に正極（正極活物質層）１２が形成された正極板、電解質層１３、および負極集
電体１４の両面に負極（負極活物質層）１５が形成された負極板を積層した構成を有して
いる。この際、一の正極板片面の正極（正極活物質層）１２と前記一の正極板に隣接する
一の負極板片面の負極（負極活物質層）１５とが電解質層１３を介して向き合うようにし
て、正極板、電解質層１３、負極板の順に複数積層されている。
【００２３】
　これにより、隣接する正極（正極活物質層）１２、電解質層１３、および負極（負極活
物質層）１５は、一つの単電池層１６を構成する。したがって、本実施形態のリチウムイ
オン二次電池１０は、単電池層１６が複数積層されることで、電気的に並列接続されてな
る構成を有するともいえる。なお、発電要素（電池要素；積層体）１７の両最外層に位置
する最外層正極集電体１１ａには、いずれも片面のみに正極（正極活物質層）１２が形成
されている。なお、図１と正極板と負極板の配置を変えることで、発電要素（電池要素）
１７の両最外層に最外層負極集電体（図示せず）が位置するようにし、該最外層負極集電
体の場合にも片面のみに負極（負極活物質層）１５が形成されているようにしてもよい。
【００２４】
　また、上記の各電極板（正極板及び負極板）と導通される正極タブ１８および負極タブ
１９が、正極端子リード２０および負極端子リード２１を介して各電極板の正極集電体１
１及び負極集電体１４に超音波溶接や抵抗溶接等により取り付けられている。そして、正
極タブ１８および負極タブ１９は上記熱融着部に挟まれて上記の電池外装材２２の外部に
露出される構造を有している。
【００２５】
　（活物質層）
　活物質層は活物質を含み、必要に応じてその他の添加剤をさらに含む。
【００２６】
　負極活物質としては、従来公知の負極活物質を用いることができる。炭素材料；合金系
負極材料；リチウム－チタン複合酸化物（チタン酸リチウム：Ｌｉ４Ｔｉ５Ｏ１２）等の
リチウム－移金属複合酸化物；チタン酸カリウム、炭化チタン、二酸化チタン、酸化マグ
ネシウム等が好適に例示される。出力特性、容量、反応性、サイクル耐久性の観点からは
、炭素材料および合金系負極材料が好ましい。これらは１種単独で使用してもよいし、２
種以上を併用しても良い。
【００２７】
　炭素材料としては、グラファイト、カーボンブラック、活性炭、カーボンファイバー、
コークス、ソフトカーボン、ハードカーボン等が挙げられる。これらのうち、グラファイ
トがより好ましい。これらは１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用しても良い。
【００２８】
　上記炭素材料としては、グラファイト、ソフトカーボン、ハードカーボン、カーボンフ
ァイバ等が挙げられる。これらのうち、グラファイトがさらに好ましい。
【００２９】
　上記合金系負極材料としては、具体的には、ケイ素、スズ、アルミニウム、亜鉛、ゲル
マニウム、鉛、マグネシウム、ナトリウム、ガリウム、およびインジウムからなる群より
選択される少なくとも１種以上を含むことが好ましく、ケイ素またはスズを含むことがよ
り好ましい。具体的な化合物としては、ケイ素、一酸化ケイ素、二酸化錫、炭化ケイ素、
錫が挙げられる。好適な化合物は、ケイ素、一酸化ケイ素および二酸化スズであり、より
好適な化合物は、ケイ素および一酸化ケイ素である。これらは１種単独で使用してもよい
し、２種以上を併用しても良い。
【００３０】
　正極活物質としては、従来公知の正極活物質を用いることができる。例えば、溶液系の
リチウムイオン電池でも使用される、リチウム－遷移金属複合酸化物を好適に使用できる
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。具体的には、ＬｉＣｏＯ２などのＬｉ・Ｃｏ系複合酸化物、ＬｉＮｉＯ２などのＬｉ・
Ｎｉ系複合酸化物、スピネルＬｉＭｎ２Ｏ４などのＬｉ・Ｍｎ系複合酸化物、ＬｉＦｅＯ

２などのＬｉ・Ｆｅ系複合酸化物などが挙げられる。この他、ＬｉＦｅＰＯ４などの遷移
金属とリチウムのリン酸化合物や硫酸化合物；Ｖ２Ｏ５、ＭｎＯ２、ＴｉＳ２、ＭｏＳ２

、ＭｏＯ３などの遷移金属酸化物や硫化物；ＰｂＯ２、ＡｇＯ、ＮｉＯＯＨなどが挙げら
れる。これらの正極活物質は、出力特性、容量、反応性、サイクル耐久性に優れ、また低
コストでもある。場合によっては、２種以上の正極活物質が併用されてもよい。
【００３１】
　活物質の平均粒子径は特に制限されないが、高出力化の観点からは、好ましくは１～２
０μｍである。なお、本明細書中において、「粒子径」とは、活物質粒子の輪郭線上の任
意の２点間の距離のうち、最大の距離Ｌを意味する。「平均粒子径」の値としては、走査
型電子顕微鏡（ＳＥＭ）や透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）などの観察手段を用い、数～数十
視野中に観察される粒子の粒子径の平均値として算出される値を採用するものとする。
【００３２】
　正極活物質層および負極活物質層には、通常電解質が含まれる。
【００３３】
　電解質としては、液体電解質（電解液）または液体電解質を含むゲル電解質が挙げられ
る。
【００３４】
　液体電解質は、可塑剤である有機溶媒に支持塩であるリチウム塩が溶解した形態を有す
る。可塑剤として用いられうる有機溶媒としては、例えば、プロピレンカーボネート、エ
チレンカーボネート、ビニレンカーボネートなどの環状カーボネート類；ジメチルカーボ
ネート、メチルエチルカーボネート、ジエチルカーボネートなどの鎖状カーボネート類；
テトラヒドロフラン、２－メチルテトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン、１，２－ジ
メトキシエタン、１，２－ジブトキシエタン、１，３－ジオキソラン、ジエチルエーテル
などのエーテル類；γ－ブチロラクトンなどのラクトン類；アセトニトリルなどのニトリ
ル類；プロピオン酸メチルなどのエステル類；ジメチルホルムアミドなどのアミド類；酢
酸メチル、ギ酸メチルなどのエステル類；スルホラン；ジメチルスルホキシド；または３
－メチル－１，３－オキサゾリジン－２－オンなどが挙げられる。これらの可塑剤は、単
独で使用されてもまたは２種以上混合して使用してもよい。ＳＥＩ被膜が負極活物質表面
上に形成しやすいため、可塑剤は、エチレンカーボネート、ジメチルカーボネート、ジエ
チルカーボネート、エチルメチルカーボネート、プロピレンカーボネート、およびビニレ
ンカーボネートからなる群から選ばれる１種以上であることが好ましい。
【００３５】
　また、支持塩は、特に限定されず、公知の支持塩（リチウム塩）が使用できる。例えば
、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＴａＦ６、ＬｉＡｌＣｌ

４、Ｌｉ２Ｂ１０Ｃｌ１０等の無機酸陰イオン塩；ＬｉＣＦ３ＳＯ３、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ

２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ等の有機酸陰イオン塩などが挙げられ、これらの
うち、ＬｉＰＦ６が好ましく使用される。これらの支持塩は、単独で使用されてもまたは
２種以上混合して使用してもよい。
【００３６】
　ゲル電解質は、イオン伝導性ポリマーからなるマトリックスポリマーに、上記の液体電
解質が注入されてなる構成を有する。マトリックスポリマーとして用いられるイオン伝導
性ポリマーとしては、例えば、ポリエチレンオキシド（ＰＥＯ）、ポリプロピレンオキシ
ド（ＰＰＯ）、およびこれらの共重合体等が挙げられる。かようなポリアルキレンオキシ
ド系ポリマーには、リチウム塩などの電解質塩がよく溶解しうる。
【００３７】
　ゲル電解質のマトリックスポリマーは、架橋構造を形成することによって、優れた機械
的強度を発現しうる。架橋構造を形成させるには、適当な重合開始剤を用いて、高分子電
解質形成用の重合性ポリマー（例えば、ＰＥＯやＰＰＯ）に対して熱重合、紫外線重合、
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放射線重合、電子線重合等の重合処理を施せばよい。
【００３８】
　正極活物質層および負極活物質層に、含まれうるその他の添加剤としては、バインダ、
導電助剤等が挙げられる。
【００３９】
　バインダとしては、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）、合成ゴム系バインダ、ポリイ
ミド、ポリアミドイミド等が揚げられる。
【００４０】
　導電助剤とは、正極活物質層または負極活物質層の導電性を向上させるために配合され
る添加物をいう。導電助剤としては、アセチレンブラック等のカーボンブラック、グラフ
ァイト、気相成長炭素繊維などの炭素材料が挙げられる。活物質層が導電助剤を含むと、
活物質層の内部における電子ネットワークが効果的に形成され、電池の出力特性の向上に
寄与しうる。
【００４１】
　正極活物質層および負極活物質層中に含まれる成分の配合比は、特に限定されない。配
合比は、非水電解質二次電池についての公知の知見を適宜参照することにより、調整され
うる。
【００４２】
　各活物質層の厚さについても特に制限はなく、電池についての従来公知の知見が適宜参
照されうる。一例を挙げると、各活物質層の厚さは、２～１００μｍ程度である。電極が
膜厚化することにより、充放電効率が悪化する傾向にある。したがって、電極が厚い場合
に、本発明の効果が顕著に得ることができると言えるため、活物質層、特に負極活物質層
の厚さが炭素材料では４０μｍ以上であることが好ましく、５０～１５０μｍであること
がより好ましい。また、合金系負極材料では５μｍ以上であることが好ましく、１０μｍ
以上であることがより好ましく、１５～４０μｍであることがさらに好ましい。また、活
物質層が上記下限以上であると、高エネルギー密度化に適した膜厚とも言える。
【００４３】
　［電解質層］
　電解質層１３を構成する電解質としては、液体電解質またはポリマー電解質が用いられ
うる。液体電解質については、上述の電解質の欄で説明したので説明は割愛する。
【００４４】
　一方、ポリマー電解質は、電解液を含むゲル電解質と、電解液を含まない真性ポリマー
電解質に分類される。ゲル電解質については、上述の電解質の欄で説明したので説明は割
愛する。
【００４５】
　なお、電解質層が液体電解質やゲル電解質から構成される場合には、電解質層にセパレ
ータを用いてもよい。セパレータの具体的な形態としては、例えば、ポリエチレンやポリ
プロピレン等のポリオレフィンからなる微多孔膜が挙げられる。
【００４６】
　真性ポリマー電解質は、上記のマトリックスポリマーに支持塩（リチウム塩）が溶解し
てなる構成を有し、可塑剤である有機溶媒を含まない。したがって、電解質層が真性ポリ
マー電解質から構成される場合には電池からの液漏れの心配がなく、電池の信頼性が向上
しうる。
【００４７】
　ゲル電解質や真性ポリマー電解質のマトリックスポリマーは、架橋構造を形成すること
によって、優れた機械的強度を発現しうる。架橋構造を形成させるには、適当な重合開始
剤を用いて、高分子電解質形成用の重合性ポリマー（例えば、ＰＥＯやＰＰＯ）に対して
熱重合、紫外線重合、放射線重合、電子線重合等の重合処理を施せばよい。
【００４８】
　［集電体］
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　正極集電体１１および負極集電体１４を構成する材料に特に制限はない。例えば、金属
や導電性高分子が採用されうる。具体的には、例えば、アルミニウム、ニッケル、鉄、ス
テンレス鋼、チタン、銅などの金属材料が挙げられる。これらのほか、ニッケルとアルミ
ニウムとのクラッド材、銅とアルミニウムとのクラッド材、あるいはこれらの金属の組み
合わせのめっき材などが好ましく用いられうる。また、金属表面にアルミニウムが被覆さ
れてなる箔であってもよい。なかでも、電子伝導性、電池作動電位という観点からは、ア
ルミニウム、銅が好ましい。
【００４９】
　［タブ（正極タブおよび負極タブ）］
　電池外部に電流を取り出す目的で、各集電体に電気的に接続されたタブ（正極タブ１８
および負極タブ１９）が電池外装材の外部に取り出されている。具体的には、図１に示す
ように各正極集電体１１に電気的に接続された正極タブ１８と各負極集電体１４に電気的
に接続された負極タブ１９とが、電池外装材２２であるラミネートシートの外部に取り出
される。
【００５０】
　タブ（正極タブ１８および負極タブ１９）を構成する材料は、特に制限されず、リチウ
ムイオン電池用のタブとして従来用いられている公知の高導電性材料が用いられうる。タ
ブの構成材料としては、例えば、アルミニウム、銅、チタン、ニッケル、ステンレス鋼（
ＳＵＳ）、これらの合金等の金属材料が好ましく、より好ましくは軽量、耐食性、高導電
性の観点からアルミニウム、銅などが好ましい。なお、正極タブ１８と負極タブ１９とで
は、同一の材質が用いられてもよいし、異なる材質が用いられてもよい。また、各集電体
１１、１４を延長することにより正極タブ１８および負極タブ１９としてもよいし、別途
準備した正極タブ１８および負極タブ１９を各集電体１１、１４に接続してもよい。
【００５１】
　［正極および負極端子リード］
　正極端子リード２０および負極端子リード２１に関しても、必要に応じて使用する。例
えば、各集電体１１、１４から出力電極端子となる正極タブ１８および負極タブ１９を直
接取り出す場合には、正極端子リード２０および負極端子リード２１は用いなくてもよい
。
【００５２】
　正極端子リード２０および負極端子リード２１の材料は、公知のリチウムイオン電池で
用いられる端子リードを用いることができる。なお、電池外装材２２から取り出された部
分は、周辺機器や配線などに接触して漏電したりして製品（例えば、自動車部品、特に電
子機器等）に影響を与えないように、耐熱絶縁性の熱収縮チューブなどにより被覆するの
が好ましい。
【００５３】
　［電池外装材］
　電池外装材２２としては、公知の金属缶ケースを用いることができほか、発電要素（電
池要素）を覆うことができる、アルミニウムを含むラミネートフィルムを用いた袋状のケ
ースが用いられうる。該ラミネートフィルムには、例えば、ＰＰ、アルミニウム、ナイロ
ンをこの順に積層してなる３層構造のラミネートフィルム等を用いることができるが、こ
れらに何ら制限されるものではない。本発明では、高出力化や冷却性能に優れ、ＥＶ、Ｈ
ＥＶ用の大型機器用電池に好適に利用することができるラミネートフィルムが望ましい。
【００５４】
　図２は、電極組立物の他の代表的な一実施形態である双極型の扁平型（積層型）のリチ
ウムイオン二次電池（以下、単に双極型リチウムイオン二次電池、または双極型二次電池
とも称する）の全体構造を模式的に表わした概略断面図である。
【００５５】
　図２に示すように、本実施形態の双極型リチウムイオン二次電池３０は、実際に充放電
反応が進行する略矩形の発電要素（電池要素）３７が、電池外装材４２の内部に封止され



(9) JP 2010-9857 A 2010.1.14

10

20

30

40

50

た構造を有する。本実施形態の双極型二次電池３０の発電要素（電池要素）３７は、１枚
または２枚以上で構成される双極型電極３４で電解質層３５を挟み、隣合う双極型電極３
４の正極（正極活物質層）３２と負極（負極活物質層）３３とが対向するようになってい
る。ここで、双極型電極３４は、集電体３１の片面に正極（正極活物質層）３２を設け、
もう一方の面に負極（負極活物質層）３３を設けた構造を有している。すなわち、双極型
二次電池３０では、集電体３１の片方の面上に正極（正極活物質層）３２を有し、他方の
面上に負極（負極活物質層）３３を有する双極型電極３４を、電解質層３５を介して複数
枚積層した構造の発電要素（電池要素）３７を具備してなる。
【００５６】
　隣接する正極（正極活物質層）３２、電解質層３５および負極（負極活物質層）３３は
、一つの単電池層（＝電池単位ないし単セル）３６を構成する。従って、双極型二次電池
３０は、単電池層３６が積層されてなる構成を有するともいえる。また、電解質層３５か
らの電解液の漏れによる液絡を防止するために単電池層３６の周辺部にはシール部（絶縁
層）４３が配置されている。該シール部（絶縁層）４３を設けることで隣接する集電体３
１間を絶縁し、隣接する電極（正極３２及び負極３３）間の接触による短絡を防止するこ
ともできる。
【００５７】
　なお、発電要素（電池要素）３７の最外層に位置する正極側電極３４ａ及び負極側電極
３４ｂは、双極型電極構造でなくてもよい。集電体３１ａ、３１ｂ（または端子板）に必
要な片面のみの正極（正極活物質層）３２または負極（負極活物質層）３３を配置した構
造としてもよい。発電要素（電池要素）３７の最外層に位置する正極側の最外層集電体３
１ａには、片面のみに正極（正極活物質層）３２が形成されているようにしてもよい。同
様に、発電要素（電池要素）３７の最外層に位置する負極側の最外層集電体３１ｂには、
片面のみに負極（負極活物質層）３３が形成されているようにしてもよい。また、双極型
リチウムイオン二次電池３０では、上下両端の正極側最外層集電体３１ａ及び負極側最外
層集電体３１ｂにそれぞれ正極タブ３８および負極タブ３９が、必要に応じて正極端子リ
ード４０及び負極端子リード４１を介して接合されている。但し、正極側最外層集電体３
１ａが延長されて正極タブ３８とされ、電池外装材４２であるラミネートシートから導出
されていてもよい。同様に、負極側最外層集電体３１ｂが延長されて負極タブ３９とされ
、同様に電池外装材４２であるラミネートシートから導出される構造としてもよい。
【００５８】
　また、使用する際の外部からの衝撃、環境劣化を防止するために、発電要素（電池要素
；積層体）３７部分を電池外装材（外装パッケージ）４２に減圧封入し、正極タブ３８及
び負極タブ３９を電池外装材４２の外部に取り出した構造とするのがよい。この双極型リ
チウムイオン二次電池３０の基本構成は、複数積層した単電池層（単セル）３６が直列に
接続された構成ともいえるものである。
【００５９】
　非双極型リチウムイオン二次電池と双極型リチウムイオン二次電池の各構成要件および
製造方法に関しては、リチウムイオン二次電池内の電気的な接続形態（電極構造）が異な
ることを除いては、基本的には同様である。
【００６０】
　［電極組立物の製造方法］
　正極および負極の組立て方法は、従来公知の方法を採用することができる。例えば、積
層型電池の場合には、まず、活物質、導電剤およびバインダーなどの電極材料を含む電極
スラリーの混合物をスラリー粘度調製溶媒に分散して正極活物質スラリーおよび負極活物
質スラリーを調製し、集電体に上記スラリーを塗布する。
【００６１】
　スラリー粘度調製溶媒としては、特に制限されることはないが、例えば、Ｎ－メチル－
２－ピロリドン（ＮＭＰ）などが挙げられる。スラリーはホモジナイザーまたは混練装置
などを用いて溶媒および固形分よりインク化される。スラリーを集電体に塗布するための
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塗布手段も特に限定されないが、例えば、自走型コータ、ドクターブレード法、スプレー
法などの一般に用いられる手段が採用されうる。
【００６２】
　続いて、集電体の表面に形成された塗膜を乾燥させる。これにより、塗膜中の溶媒が除
去される。塗膜を乾燥させるための乾燥手段も特に制限されず、電極製造について従来公
知の知見が適宜参照されうる。例えば、加熱処理が例示される。乾燥条件（乾燥時間、乾
燥温度など）は、スラリーの塗布量やスラリー粘度調製溶媒の揮発速度に応じて適宜設定
されうる。得られた乾燥物はプレスすることによって電極の密度や厚みが調整され、正極
および負極が得られる。
【００６３】
　その後、正極と負極がセパレータを介して対向するように積層させることにより、単電
池を作製するとよい。そして、単電池の数が所望の数となるまでセパレータおよび電極の
積層を繰り返す。
【００６４】
　第１実施形態の非水電解質二次電池の製造方法により得られる非水電解質二次電池（以
下、第２実施形態とも称する）は不可逆容量が抑制されるとともに、充電容量が増加する
。したがって、充放電効率の優れた非水電解質二次電池が得られる。第２実施形態の非水
電解質二次電池の製造直後の充放電効率は、負極活物質が炭素材料または酸素原子を含ま
ない合金系負極材料の場合、９０％以上であることが好ましく、９０～９５％であること
がより好ましく、９０～９３％であることがさらに好ましい。充放電効率は高ければ高い
ほど好ましい。一方で、不可逆容量の主因となるＳＥＩ被膜は、電解液の分解を抑制し、
サイクル特性を向上させるためには重要である。したがって、電池のサイクル特性を考慮
すると、Ｌｉがある程度消費されてＳＥＩ被膜が形成されることが好ましく、充放電効率
は上記範囲内が適当である。
【００６５】
　酸素原子を含まない合金系負極材料としては、例えば、ケイ素、錫などが挙げられる。
【００６６】
　また、負極活物質が酸素原子を含む合金系負極材料の場合、第２実施形態の非水電解質
二次電池の製造直後の充放電効率は、７５％以上であることが好ましい。さらに、７５～
９０％であることがより好ましい。充放電効率は高ければ高いほど好ましい。一方で、不
可逆容量の主因となるＳＥＩ被膜は、電解液の分解を抑制し、サイクル特性を向上させる
ためには重要である。したがって、電池のサイクル特性を考慮すると、Ｌｉがある程度消
費されてＳＥＩ被膜が形成されることが好ましく、充放電効率は上記範囲内が適当である
。
【００６７】
　酸素原子を含む合金系負極材料としては、例えば、一酸化ケイ素、二酸化錫、炭化ケイ
素などが挙げられる。
【００６８】
　本発明の第３実施形態は、負極活物質が炭素材料または酸素原子を含まない合金系負極
材料であり、負極中のＬｉ量の合計に対して、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量が９０
モル％以上である、非水電解質二次電池である。より好ましくは、負極活物質中の充放電
可能なＬｉ量が９０～９５モル％であり、さらに好ましくは、９０～９３モル％である。
【００６９】
　「負極中のＬｉ量の合計」は、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量と不可逆なＬｉ量（
放電されないＬｉ量）との合計である。「不可逆なＬｉ量」とは、その後の放電に寄与す
ることのないＬｉ量を指す。不可逆なＬｉは、ＳＥＩ被膜中／上や、放電後の負極活物質
内に存在し、主にＳＥＩ被膜上に存在する。負極活物質中の充放電可能なＬｉ量を９０モ
ル％以上に制御することで、充放電効率が優れた電池となる。一方で、ＳＥＩ被膜中／上
のＬｉ量を減らしすぎるとサイクル寿命等が悪化するため、負極活物質中の充放電可能な
Ｌｉ量を９５モル％以下に制御する（不可逆なＬｉ量は５モル％以上とする）ことが好ま
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しい。
【００７０】
　さらに、本発明の第４実施形態は、負極活物質が酸素原子を含む合金系負極材料であり
、負極中のＬｉ量の合計に対して、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量が７５モル％以上
である非水電解質二次電池である。より好ましくは、負極中のＬｉ量の合計に対して、負
極活物質中の充放電可能なＬｉ量が７５～９０モル％である。不可逆なＬｉは、ＳＥＩ被
膜中／上や、負極活物質内に、主にＳＥＩ被膜上に存在する。負極活物質中の充放電可能
なＬｉ量を７５モル％以上に制御することで、充放電効率が優れた電池となる。一方で、
サイクル寿命等の理由により、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量を９０モル％以下に制
御する（不可逆なＬｉ量は１０モル％以上とする）ことが好ましい。
【００７１】
　本明細書において、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量は、放電に利用可能なＬｉ量と
する。したがって、電池の放電容量を測定した後、下記式（１）によりＬｉ量を測定する
ことができる。
【００７２】
【数１】

【００７３】
　なお、非水電解質二次電池が満充電されていない場合には、一旦完全放電した後に、き
わめて小さい電流値（満充電に達するまで２０時間程度要する電流値）で定電流充電を行
った後に、充電時と同じ電流値で放電容量を測定する。
【００７４】
　本明細書において、負極中のＬｉ量の合計は、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量と、
不可逆なＬｉ量との合計とする。
【００７５】
　不可逆なＬｉ量（ｍｏｌ）は、電池を完全放電（０Ｖ）した後に、電極を取り出し、Ｉ
ＣＰ質量分析を行うことにより算出することができる。
【００７６】
　また、非水電解質二次電池の不可逆なＬｉ量は、初回の充放電容量が把握できる場合に
は、下記式（２）により簡便に算出することができる。
【００７７】

【数２】

【００７８】
　また、負極活物質中の充放電可能なＬｉ量は、初回放電容量より、下記式（３）により
算出することができる。
【００７９】
【数３】

【００８０】
　したがって、初回の充放電容量が把握できる場合には、上記式（２）および上記式（３
）より算出される、不可逆なＬｉ量および負極活物質中の充放電可能なＬｉ量より、負極
中のＬｉ量に対する負極活物質中の充放電可能なＬｉ量の比率が下記のように算出される
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【００８１】
【数４】

【００８２】
　上記式において、初回放電容量（ｍＡｈ）／初回充電容量（ｍＡｈ）＝初回充放電効率
（％）であるので、負極中のＬｉ量に対する負極活物質中の充放電可能なＬｉ量の比率は
、初回の充放電効率と同等となる。
【００８３】
　第３および第４実施形態の非水電解質二次電池は、第１実施形態の製造方法により容易
に得ることができる。第１実施形態の製造方法によれば、上記のようにＳＥＩ被膜上のＬ
ｉ量を低減して、不可逆容量を低減するができ、電池容量を増加させることが可能となっ
たものと推測される。
【００８４】
　第３よび第４実施形態の非水電解質二次電池の構造および構成部材は、第１実施形態の
欄で説明したものと同様である。
【００８５】
　［非水電解質二次電池の外観構成］
　図３は、本発明に係る非水電解質二次電池の代表的な実施形態である積層型の扁平な非
双極型あるいは双極型のリチウムイオン二次電池の外観を表した斜視図である。
【００８６】
　図３に示すように、積層型の扁平なリチウムイオン二次電池５０では、長方形状の扁平
な形状を有しており、その両側部からは電力を取り出すための正極タブ５８、負極タブ５
９が引き出されている。発電要素（電池要素）５７は、リチウムイオン二次電池５０の電
池外装材５２によって包まれ、その周囲は熱融着されており、発電要素（電池要素）５７
は、正極タブ５８及び負極タブ５９を外部に引き出した状態で密封されている。ここで、
発電要素（電池要素）５７は、先に説明した図１あるいは図２に示す非双極型あるいは双
極型のリチウムイオン二次電池１０、３０の発電要素（電池要素）１７、３７に相当する
ものである。また、正極（正極活物質層）１２、３２、電解質層１３、３５および負極（
負極活物質層）１５、３３で構成される単電池層（単セル）１６、３６が複数積層された
ものである。
【００８７】
　なお、本発明のリチウムイオン電池は、図１、２に示すような積層型の扁平な形状のも
のに制限されるものではない。巻回型のリチウムイオン電池では、円筒型形状のものであ
ってもよいし、こうした円筒型形状のものを変形させて、長方形状の扁平な形状にしたよ
うなものであってもよい。上記円筒型の形状のものでは、その外装材に、ラミネートフィ
ルムを用いてもよいし、従来の円筒缶（金属缶）を用いてもよいなど、特に制限されるも
のではない。
【００８８】
　また、図３に示すタブ５８、５９の取り出しに関しても、特に制限されるものではない
。正極タブ５８と負極タブ５９とを同じ辺から引き出すようにしてもよいし、正極タブ５
８と負極タブ５９をそれぞれ複数に分けて、各辺から取り出しようにしてもよいなど、図
３に示すものに制限されるものではない。また、巻回型のリチウムイオン電池では、タブ
に変えて、例えば、円筒缶（金属缶）を利用して端子を形成すればよい。
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【００８９】
　本発明の非水電解質二次電池の構造としては、特に限定されず、形態・構造で区別した
場合には、積層型（扁平型）電池、巻回型（円筒型）電池など、従来公知のいずれの形態
・構造にも適用し得るものである。また、非水電解質二次電池内の電気的な接続形態（電
極構造）で見た場合、（内部並列接続タイプ）電池および双極型（内部直列接続タイプ）
電池のいずれにも適用し得るものである。
【００９０】
　［組電池］
　本発明の組電池は、本発明の非水電解質二次電池を複数個接続して構成した物である。
詳しくは少なくとも２つ以上用いて、直列化あるいは並列化あるいはその両方で構成され
るものである。直列、並列化することで容量および電圧を自由に調節することが可能にな
る。なお、本発明の組電池では、非双極型リチウムイオン二次電池と双極型リチウムイオ
ン二次電池を用いて、これらを直列に、並列に、または直列と並列とに、複数個組み合わ
せて、組電池を構成することもできる。
【００９１】
　また、図４は、本発明に係る組電池の代表的な実施形態の外観図であって、図４Ａは組
電池の平面図であり、図４Ｂは組電池の正面図であり、図４Ｃは組電池の側面図である。
【００９２】
　図４に示すように、本発明に係る組電池３００は、本発明のリチウムイオン二次電池が
複数、直列に又は並列に接続して装脱着可能な小型の組電池２５０を形成する。この装脱
着可能な小型の組電池２５０をさらに複数、直列に又は並列に接続して、高体積エネルギ
ー密度、高体積出力密度が求められる車両駆動用電源や補助電源に適した大容量、大出力
を持つ組電池３００を形成することもできる。図４Ａは、組電池の平面図、図４Ａは正面
図、図４Ｃは側面図を示しているが、作成した装脱着可能な小型の組電池２５０は、バス
バーのような電気的な接続手段を用いて相互に接続し、この組電池２５０は接続治具３１
０を用いて複数段積層される。何個の非双極型ないし双極型のリチウムイオン二次電池を
接続して組電池２５０を作製するか、また、何段の組電池２５０を積層して組電池３００
を作製するかは、搭載される車両（電気自動車）の電池容量や出力に応じて決めればよい
。
【００９３】
　［車両］
　本発明の車両は、本発明の非水電解質二次電池またはこれらを複数個組み合わせてなる
組電池を搭載したことを特徴とするものである。本発明の非水電解質二次電池は優れた充
放電効率であるから、こうした電池を搭載するとＥＶ走行距離の長いプラグインハイブリ
ッド電気自動車や、一充電走行距離の長い電気自動車を構成できる。言い換えれば、本発
明の非水電解質二次電池またはこれらを複数個組み合わせてなる組電池は、車両の駆動用
電源として用いられうる。車両としては、例えば、自動車ならばハイブリット車、燃料電
池車、電気自動車（いずれも四輪車（乗用車、トラック、バスなどの商用車、軽自動車な
ど）のほか、二輪車（バイク）や三輪車を含む）が挙げられる。ただし、用途が自動車に
限定されるわけではなく、他の車両、例えば、電車などの移動体の各種電源であっても適
用は可能であるし、無停電電源装置などの載置用電源として利用することも可能である。
【００９４】
　図５は、本発明の組電池を搭載した車両の概念図である。
【００９５】
　図５に示したように、組電池３００を電気自動車４００のような車両に搭載するには、
電気自動車４００の車体中央部の座席下に搭載する。座席下に搭載すれば、車内空間およ
びトランクルームを広く取ることができるからである。なお、組電池３００を搭載する場
所は、座席下に限らず、後部トランクルームの下部でもよいし、車両前方のエンジンルー
ムでも良い。以上のような組電池３００を用いた電気自動車４００は十分な出力を提供し
うる。
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【実施例】
【００９６】
　本発明の効果を、以下の実施例および比較例を用いて説明する。ただし、本発明の技術
的範囲が以下の実施例のみに制限されるわけではない。
【００９７】
　（実施例１～８、比較例１～５）
　（１）正極の作製
　正極活物質として、ＬｉＭｎ２Ｏ４（平均粒子径１０μｍ）（８５ｗｔ％）、導電助剤
として、アセチレンブラック（５ｗｔ％）、バインダーとして、ＰＶｄＦ（１０ｗｔ％）
を混合した。前記混合物に対して、溶媒としてＮ-メチル-２-ピロリドン（ＮＭＰ）を加
えて十分に撹拌してスラリーを調製した。集電体（アルミニウム（材料名）、厚さ２０μ
ｍ）の片面に上記のスラリーを塗布し、乾燥させた。集電体を２０ｍｍΦで打ち抜いて正
極を得た。乾燥後の正極活物質層の厚さは、８０μｍであった。
【００９８】
　（２）負極の作製
　負極活物質として、グラファイト（商品名；ＭＡＧＤ２０、日立化成社製）（９０ｗｔ
％）、バインダーとして、ＰＶｄＦ（１０ｗｔ％）を混合した。前記混合物に対して、溶
媒としてＮＭＰを加えて十分に撹拌してスラリーを調製した。集電体（銅（材料名）、厚
さ１０μｍ）の片面に上記のスラリーを塗布し、乾燥させた。集電体を１４ｍｍΦで打ち
抜いて負極を得た。乾燥後の負極活物質層の厚さは、４０μｍであった。
【００９９】
　（３）電極組立物の作製
　電極、およびセパレータ（ポリエチレン製多孔質フィルム）を積層した。この積層体を
外装ケースに載置後、電解液（エチレンカーボネート（ＥＣ）／ジエチルカーボネート（
ＤＥＣ）＝４／６（体積比）混合液にＬｉＰＦ６が１Ｍの濃度に溶解した溶液）を注液し
た。この後、絶縁用のガスケットを用いて封口することによりコイン型の電極組立物を作
製した。
【０１００】
　（４）充電工程
　下記表１および表２における条件で、前記電極組立物の充電を行って、リチウムイオン
二次電池を得た。この電池の理論容量（Ｃ）は、２ｍＡｈである。
【０１０１】
　実施例１～３および比較例１～４は、定電流段階での電流値を種々変更したものである
。また、実施例４～８は、定電圧段階での充電時間を種々変更したものである。
【０１０２】
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【表１】

【０１０３】
【表２】

【０１０４】
　（充放電効率の評価）
　実施例１～８および比較例１～５のリチウムイオン二次電池について、充放電効率（％
）＝放電容量（ｍＡｈ）／充電容量（ｍＡｈ）を求めた。放電条件は、０．２×Ｃ（ｍＡ
）で行った。なお、充放電効率は、負極中のＬｉ量の合計に対する、負極活物質中の充放
電可能なＬｉ量の比率に等しい。
【０１０５】
　充放電効率の結果を下記表３、表４および図６に示す。
【０１０６】
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【表３】

【０１０７】
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【表４】

【０１０８】
　以上の結果から、本発明の非水電解質二次電池は、充放電効率に優れたものであること
が示された。
【０１０９】
　（実施例９～１６、比較例６～１０）
　（１）正極の作製
　実施例１と同様にして正極を作製した。
【０１１０】
　（２）負極の作製
　負極活物質として、Ｓｉ（９０ｗｔ％）、バインダーとして、ＰＶｄＦ（１０ｗｔ％）
を混合し、前記混合物に対して、溶媒としてＮＭＰを加えて十分に撹拌してスラリーを調
製した。集電体（銅（材料名）、厚さ１０μｍ）の片面に上記のスラリーを塗布し、乾燥
させた。集電体を１４ｍｍΦで打ち抜いて負極を得た。乾燥後の負極活物質層の厚さは、
５μｍであった。
【０１１１】
　（３）電極組立物の作製
　実施例１と同様にしてコイン型の電極組立物を作製した。
【０１１２】
　（４）充電工程
　下記表５および表６における条件で、前記電極組立物の充電を行って、リチウムイオン
二次電池を得た。この電池の理論容量は、２ｍＡｈである。
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【０１１３】
　実施例９～１１および比較例６～９は、定電流段階での電流値を種々変更したものであ
る。また、実施例１２～１６は、定電圧段階での充電時間を種々変更したものである。
【０１１４】
【表５】

【０１１５】

【表６】

【０１１６】
　（充放電効率の評価）
　実施例実施例９～１６、比較例６～１０のリチウムイオン二次電池について、充放電効
率を求めた。
【０１１７】
　充放電効率の結果を下記表７および表８に示す。
【０１１８】
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【表７】

【０１１９】
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【表８】

【０１２０】
　以上の結果から、本発明の非水電解質二次電池は、充放電効率に優れたものであること
が示された。
【０１２１】
　（実施例１７～２４、比較例１１～１５）
　（１）正極の作製
　実施例１と同様にして正極を作製した。
【０１２２】
　（２）負極の作製
　負極活物質として、ＳｉＯ（９０ｗｔ％）、バインダーとして、ＰＶｄＦ（１０ｗｔ％
）を混合し、前記混合物に対して、溶媒としてＮＭＰを加えて十分に撹拌してスラリーを
調製した。集電体（銅（材料名）、厚さ１０μｍ）の片面に上記のスラリーを塗布し、乾
燥させた。集電体を１４ｍｍΦで打ち抜いて負極を得た。乾燥後の負極活物質層の厚さは
、７μｍであった。
【０１２３】
　（３）電極組立物の作製
　実施例１と同様にしてコイン型の電極組立物を作製した。
【０１２４】
　（４）充電工程
　下記表９および表１０における条件で、前記電極組立物の充電を行って、リチウムイオ
ン二次電池を得た。この電池の理論容量は、２ｍＡｈである。
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【０１２５】
　実施例１７～１９および比較例１１～１４は、定電流段階での電流値を種々変更したも
のである。また、実施例２０～２４は、定電圧段階での充電時間を種々変更したものであ
る。
【０１２６】
【表９】

【０１２７】
【表１０】

【０１２８】
　（充放電効率の評価）
　実施例実施例１７～２４、比較例１１～１５のリチウムイオン二次電池について、充放
電効率を求めた。
【０１２９】
　充放電効率の結果を下記表１１、表１２および図７に示す。
【０１３０】
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【表１１】

【０１３１】
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【表１２】

【０１３２】
　以上の結果から、本発明の非水電解質二次電池は、充放電効率に優れたものであること
が示された。
【図面の簡単な説明】
【０１３３】
【図１】本発明のリチウムイオン電池の代表的な一実施形態である積層型の扁平な非双極
型リチウムイオン二次電池の概要を模式的に表した断面概略図である。
【図２】本発明のリチウムイオン電池の代表的な他の一実施形態である積層型の扁平な双
極型リチウムイオン二次電池の概要を模式的に表した断面概略図である。
【図３】本発明に係るリチウムイオン電池の代表的な実施形態である積層型の扁平なリチ
ウムイオン二次電池の外観を模式的に表した斜視図である。
【図４】本発明に係る組電池の代表的な実施形態を模式的に表した外観図であって、図４
Ａは組電池の平面図であり、図４Ｂは組電池の正面図であり、図４Ｃは組電池の側面図で
ある。
【図５】本発明の組電池を搭載した車両の概念図である。
【図６】実施例１～３および比較例１～４の非水電解質二次電池の充放電効率と電流値と
の関係をプロットした図である。
【図７】実施例１７～１９および比較例１１～１４の非水電解質二次電池の充放電効率と
電流値との関係をプロットした図である。
【符号の説明】
【０１３４】
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　　１０　　非双極型リチウムイオン二次電池、
　　１１　　正極集電体、
　　１１ａ　　最外層正極集電体、
　　１２、３２　　正極（正極活物質層）、
　　１３、３５　　電解質層、
　　１４　　負極集電体、
　　１５、３３　　負極（負極活物質層）、
　　１６、３６　　単電池層（＝電池単位ないし単セル）、
　　１７、３７、５７　　発電要素（電池要素；積層体）、
　　１８、３８、５８　　正極タブ、
　　１９、３９、５９　　負極タブ、
　　２０、４０　　正極端子リード、
　　２１、４１　　負極端子リード、
　　２２、４２、５２　　電池外装材（たとえばラミネートフィルム）、
　　３０　　双極型リチウムイオン二次電池、
　　３１　　集電体、
　　３１ａ　　正極側の最外層集電体、
　　３１ｂ　　負極側の最外層集電体、
　　３４　　双極型電極、
　　３４ａ、３４ｂ　　最外層に位置する電極、
　　４３　　シール部（絶縁層）、
　　５０　　リチウムイオン二次電池、
　　２５０　　小型の組電池、
　　３００　　組電池、
　　３１０　　接続治具、　　４００　　電気自動車。
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